
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７（予算）

18,102 30,957 22,218 22,660 22,621 24,309

7,465 14,083 13,486 13,530 13,479 15,573

千円 千円 ％ 41.2% 45.4% 60.6% 59.7% 59.5% 64.0%

人 人  月 18,486 24,933 23,655 22,229 22,754 24,474

△ 384 6,024 △ 1,437 431 △ 133 △ 165

9,314 15,383 14,088 14,684 14,367

 現金預金 7,411 13,662 13,292 13,055 12,584

 未収金 1,375 1,503 642 1,462 1,567

 未収会費 160 174 126 126 176

665 1,041 1,207 1,373 1,189

8,649 14,342 12,881 13,311 13,178

0 0 0 0 0

8,649 14,342 12,881 13,311 13,178

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７（予算）

9 9 8 7,465 14,083 13,486 13,530 13,479 15,573

1 1 1  委託料 7,365 13,833 13,102 13,165 13,165 15,108

0 0 0  補助金 100 250 384 365 314 465

8 8 7  負担金 0 0 0 0 0

0 0 0  その他 0 0 0 0 0

23 23 23 　その他　

2 2 2

0 0 0
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名　　称

事務所の所在地

代 表 者

0出資金等総額 うち県出資金等

岡山市北区内山下二丁目２番15号

代表理事　加藤　裕司 平成15年11月29日（任意団体として発足）
平成18年1月11日（社団法人許可年月日）

2260005002889

設立目的

　犯罪被害者等基本法第３条（基本理念）第１項、第６条（国民の責務）及び第
７条（連携協力）にのっとり、犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす
行為により害を被った者及びその家族又は遺族（以下「犯罪被害者等」とい
う。）に対して、犯罪被害相談員等による相談・情報の提供及び直接的支援その
他各種支援活動を行うとともに、犯罪被害者等が置かれている状況及び支援の重
要性等について国民の理解を深め、もって犯罪被害者等が受けた被害を早期に軽
減するとともに犯罪被害者等が再び平穏な生活を営むことができるよう支援する
ことを目的とする。

主な事業

職  員

　総　数

  総  数

 うち県職員

役　員  うち県派遣職員

 うち県派遣職員

経　営　状　況　等　の　概　況　（ 県 外 郭 団 体 ）

役　　　 職　　　 員　　　 の　　　 状　　　 況

団　体　の　基　本　情　報　　（Ｒ７．４．１現在） 　　　　　　　　　経　営　実　績　と　財　産　の　状　況　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　岡　山　県　か　ら　の　支　出　の　状　況　　　　（単位：千円）

　当期正味財産増減額（Ａ－Ｃ）

　総 資 産　Ｄ

主
な
も
の

　正味財産　Ｆ＝Ｄ－Ｅ

 うち基本財産　Ｇ

県出資比率

設立年月日

　経営実績と財産の状況
についての評価

　県支出金の割合（Ｂ／Ａ）

　収益　Ａ

　うち県支出金　Ｂ

　費用　Ｃ

・ 犯罪被害者等に対する、電話相談及び面接相談事業並びに「おかやま被害者支
 援ネットワーク」の加盟団体が行う面接相談への紹介事業
・ 犯罪被害者等に対する、危機介入（被害直後の混乱時期において、犯罪被害者
 等の要望に応じて犯罪被害者等の直面している問題を直接取り扱う役務の提供を
 いう。）的支援、法廷付添サービス、その他直接的支援事業
・ 犯罪被害者等給付金の支給を受けようとする者が行う裁定の申請を補助する事
 業
・ 犯罪被害者等の自助グループ活動に対する支援事業
・ 関係機関・団体等との連携による被害者支援事業
・ 犯罪被害相談員等の養成及び研修事業
・ 犯罪被害者等が置かれている状況及び支援の重要性等を社会に訴える広報及び
 啓発事業
・ その他法人の目的を達成するために必要な事業

役    員 職　　員 19 決算時期

 長期貸付金（年度末残高）

 損失補償限度額

 損失補償契約に係る債務残高

 債務保証限度額

 債務保証契約に係る債務残高

  令和６年度の収益は、令和５年度と比較すると、受取補助金等が減額と
なったが、受取会費や受取寄付金等が増えたことで、全体としては微減に
留まっており、支出額の大きな変動もないことから、経営状況に問題は認
められない。また、公益目的事業会計についても、収支相償を満たしてお
り、問題は認められない。

　県支出金

 短期貸付金

 累積剰余/累積損失（Ｆ－Ｇ）

　総 負 債　Ｅ

内
　
訳


